
埼玉県企業内保育所設置等促進事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 埼玉県企業内保育所設置等促進事業費補助金は、この要綱に定めるもののほ

か、埼玉県企業内保育所設置等促進事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）に基

づき、企業等が設置する企業内保育所の施設整備費、運営費の一部を補助することに

より、女性が出産後も継続して働き続けられる環境を整備することを目的とする。 

２ 前項の補助金については、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等の交

付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか、この交付要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）企業等 埼玉県内に事業所を設置している、会社などの法人組織をいう。 

（２）企業内保育所 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第６条の３第１２項第１号（ハは除く）又は法第６条の３第１２項第２号の事業を

目的とする施設をいう。 

（３）共同利用型企業内保育所 複数の企業等が共同で利用する企業内保育所をいう。

ただし、共同利用をする全ての企業等が、共同利用にかかる費用負担等に関する協

定書等を締結する場合に限る。 

   なお、複数の企業等が共同で利用する場合における補助金の申請は、当該複数企

業等の代表法人が行うものとする。 

（４）単独型企業内保育所 設置者である企業等が単独で利用する企業内保育所をい

う。 

（５）従業員児童 企業内保育所の設置者あるいは共同利用をする企業の従業員が保護

者である乳幼児をいう。 

（６）地域児童 従業員児童以外の乳幼児をいう。 

（７）定員 施設要件及び保育従事者の配置要件から同時に保育することが可能な乳幼

児数を上限として設定される人数をいう。地域児童を受け入れる場合は、定員の半

数以下であること。 

（８）単独利用月 共同利用型企業内保育所において、利用する複数の企業等のうち一

つの企業の従業員児童のみが利用した月をいう。 

 

（交付の対象） 

第３条 この補助金の交付の対象となる経費は、次に掲げる事業を実施する場合に要す

る経費とする。 



（１）企業内保育所の施設整備費 

ア 新たに企業内保育所を整備する場合 

    定員が６名以上の新たな企業内保育所の整備 

イ 既存の企業内保育所の定員増に伴い施設を拡充整備する場合 

    定員が６名以上増加し、かつ、保育室の面積の合計が９．９㎡以上増加してお

り、実施要綱に定める児童一人当たりの保育室面積の要件を満たす企業内保育所の

拡充整備。ただし、拡充整備分と認められるものに限る。 

ウ 既存の企業内保育所の定員増に伴い備品を整備する場合 

     ６名以上の定員増に伴う備品の整備。ただし、定員増分と認められるものに限

る。 

（２）企業内保育所の運営費 

ア 定員が６名以上の共同利用型企業内保育所を新たに開設した場合 

  現に従業員児童の利用のあった日の属する月に対する運営費を支給する。 

イ 既存の単独型企業内保育所から定員が６名以上の共同利用型企業内保育所に転

換した場合 

  現に従業員児童の利用のあった日の属する月に対する運営費を支給する。 

ウ 定員が６名以上の単独型企業内保育所を新たに開設した場合 

  現に従業員児童の利用のあった日の属する月に対する運営費を支給する。 

エ 運営費の補助対象期間は、企業内保育所を開設又は転換した日の翌月（開設又

は転換した日が月の初日の場合は当月）の初日から３年間とする。ただし、イの

事業で補助金の交付を受けようとする者が、既にウの事業で補助金の交付を受け

たことがある場合には、補助対象期間は通算して３年間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者が行う事業は、補助の対象としない。 

（１）暴力団又は暴力団員 

（２）暴力団員が事業主又は役員となっている団体 

（３）前二号による団体又は暴力団員と密接な関係を有する者 

（４）宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体 

（５）法人税、法人県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税等納付すべき税金の滞

納がある企業等 

（６）公序良俗に反する事業を行っている企業等 

（７）青少年の健全育成上ふさわしくない事業を行っている企業等 

（８）偽りその他不正の行為により本来受けることのできない補助金の支給を受け、又

は受けようとしたことにより、申請時に補助金の不支給措置がとられている企業等 

（９）申請時から起算して過去１年以内に、労働関係法令をはじめとする法令違反があ

る企業等 

（１０）国、地方公共団体、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条



第４項に規定する行政執行法人及び地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８

号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人 

（１１）その他県が適当でないと認めた企業等 

 

（交付額の算定方法） 

第４条 この補助金の交付額は、次により算出するものとする。ただし、算出された交

付額に１，０００円未満（第３条第１項（２）アからウに定める運営費は１００円未

満）の端 数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

（１）第３条第１項（１）に定める施設整備費は、別表１の第２欄に定める対象経費の

実支出額から企業内保育所の整備に係る寄附金その他の収入を控除した額と第３

欄に定める基準額を比較して少ない方の額（県費補助基本額）に第４欄に定める県

補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。 

   なお、第３条第１項（１）イで、既存保育施設の整備を伴い、拡充部分に係る対

象経費の実支出額が明確でない場合は、様式第１号の１別紙１により算出する。 

（２）第３条第１項（２）アからウに定める運営費は、別表２の第１欄に定める対象経

費の実支出額から第２欄に定める企業内保育所の運営に係る収入を控除した額と

第３欄に定める区分に応じた基準額に補助対象年度内の運営月数を乗じた額を比

較して少ない方の額（県費補助基本額）に第４欄に定める県補助率を乗じて得た額

の範囲内の額を交付額とする。 

 

（交付の条件） 

第５条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）補助事業等に要する経費の配分又は補助事業等の内容の変更（知事が定める軽微

な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けなければならない。 

（２）事業を中止又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、

速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、「補助事業等によ

り取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成２０年７月１１日厚生

労働省告示第３８４号）に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないでこ

の補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

取り壊し又は廃棄してはならない。 

（５）知事の承認を受けて財産を処分したことにより収入があった場合には、その収入

の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（６）（４）により付した条件に違反した場合は、補助金の全部又は一部を県に納付さ

せることがある。 



（暴力団排除に関する誓約） 

第６条 補助事業者は、様式第１号の１及び第１号の２別紙記載の暴力団排除に関する

誓約事項について補助金の交付申請前に確認しなければならず、交付申請書の提出を

もってこれに同意したものとする。 

 

（申請手続） 

第７条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号の１及び第１号の２のとおり

とし、その提出期限は、毎年度別に定めるものとする。 

２ 規則第４条第２項第１号から第５号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しな

い。 

 

（交付決定までの標準的期間） 

第８条 県は、交付申請書又は変更交付申請書が到達した日から起算して、原則として

２か月以内に交付の決定（決定の変更を含む。）を行うものとする。 

 

（交付決定の通知） 

第９条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号の１及び第２号の２のとお

りとする。 

 

（補助事業の着手及び遂行） 

第１０条 補助金の交付を受けようとする者は、交付決定の後でなければ補助事業に着

手することができない。ただし、工事の設計に関することを除く。 

 

（変更申請手続） 

第１１条 この補助金の交付決定後に、補助事業等に要する経費の配分又は補助事業等

の内容の変更（軽微な変更を除く。）をするときは、あらかじめ様式第３号の申請書

を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項に基づく計画の変更を承認したときは、様式第４号の通知書を交付す

るものとする。 

３ 第１項の軽微な変更は、事業目的の達成に支障がない範囲で知事が認めたものとす

る。 

 

（中止等申請手続） 

第１２条 この補助金の交付決定後の事情の変更により、補助事業の中止又は廃止をし

ようとするときは、あらかじめ様式第５号の申請書を知事に提出し、その承認を受け

なければならない。 



２ 知事は、前項に基づく補助事業の中止又は廃止の申請を承認したときは、様式第６

号の通知書を交付するものとする。 

 

（状況報告） 

第１３条 補助金の交付を受けた補助事業者は、知事の要求があったときは、補助事業

の遂行状況について、当該要求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１４条 規則第１３条の事業実績報告書の様式は、様式第７号の１及び第７号の２の

とおりとし、補助事業者は、事業完了後速やかに提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定の通知） 

第１５条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定は、様式第８号により行うもの

とする。 

 

（補助金の支払） 

第１６条 補助金の支払いは精算払によるものとする。補助事業者が補助金の交付を請

求するときは、様式第９号の請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（決定の取消し等） 

第１７条 知事は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）法令に違反する行為があったとき 

（２）不正の手段により補助金の交付を受けた又は受けようとするとき 

（３）その他この要綱及び実施要綱の規定に違反する行為があったとき 

 

（財産処分の制限） 

第１８条 規則第１９条ただし書に規定する知事が定める期間は、「補助事業等により

取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成２０年７月１１日厚生労働

省告示第３８４号）に定められている期間とし、その期間は補助事業完了の日から起

算する。 

２ 補助事業者は、財産の処分を行おうとするときは、あらかじめ財産処分承認基準に

定める申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、前項の承認を決定したときは、同基準に定める通知書を交付するものとす

る。 

 



（利用状況報告及び情報公開） 

第１９条 補助金の交付を受けた補助事業者は、知事の要求があったときは、補助後の

利用状況について、当該要求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金で実施した事業の成果について、業務の妨げにならない範囲

で広く県民に公開するよう努めるものとする。 

 

（運営状況調査） 

第２０条 県は、補助金の交付をした施設について、現地に赴き運営状況を確認するこ

とができる。 

２ 県は、運営を休止している保育施設について、現地調査により運営状況の確認、運

営再開に向けた取組等に関する助言・指導を行うことができる。また、補助事業者は

速やかな運営再開に向けた積極的な取組に努めるものとする。 

 

（書類の整備） 

第２１条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、

かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならな

い。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の属する会計年度の翌年

度から５年間保管しなければならない。 

３ 補助事業により備品を購入した事業者は、様式第１０号に定める備品台帳を整備

し、財産の処分制限期間内保管しなければならない。 

 

（その他） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、実施について必要な事項が生じた場合には、

その都度、別途定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年度分の補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年度分の補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年度分の補助金から適用する。 



附 則 

 この要綱は、平成２６年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年度分の補助金から適用する。ただし、令和４年度より前に開設

又は転換した企業内保育所に関しては、適用前の要綱がその効力を有する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年度分の補助金から適用する。 

 



 別表１ 

施設整備費に係る算定基準 

 

１ 区分 

 

２ 対象経費 

 

３ 基準額 

 

４ 県補助率 

①  

新たな企業内

保育所の整備 

定員が６名以上の新たな企業内保育所の

整備に係る工事費及び備品費。 

 

 

 

 

 

5,000千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０／１０  

 

 

 

 

②  

既存の企業内

保育所の定員

増に伴う施設

の拡充整備 

定員が６名以上増加し、かつ、保育室の

面積の合計が９．９㎡以上増加しており、

実施要綱に定める一人当たりの面積を満た

す企業内保育所の拡充整備に係る工事費及

び備品費。 

ただし、拡充整備分と認められるものに

限る。 

 

③  

既存の企業内

保育所の定員

増に伴う備品

整備 

６名以上の定員増に伴う備品費。 

ただし、定員増分と認められるものに限

る。 

※１ 工事費については、土地、建物の取得に要する費用、整地に要する費用、既存建

物の取り壊しに要する費用、外構工事費は除く。 

 ２ 備品とは、１品の単価が５万円以上（税抜）の物品。 

 

 

  



別表２ 

運営費に係る算定基準 

１ 対象経費 ２ 運営に係る 

収入 

３ 基準額 ４ 県補助率

  区 分 月 額 

企業内保育所の

運営に係る経費 

 

１ 人件費 

２ 賃借料（敷金

・礼金を除く） 

３ 教材費 

４ 消耗品費 

５ 食材費 

６ 運営を委託

する場合は、 

保育委託料の

うち上記に該

当することが

明らかなもの 

 

企業内保育所の

運営に係る収入 

 

１ 保護者から

徴収する保育

料 

２ 寄附金 

３ 物品販売手

数料 

４ その他保育

所運営に係る

収入 

共
同
利
用
型
企
業
内
保
育
所 

開設(転換)日の翌月

初日から起算して 

１月目から 

１２月目の間 

250,000円 

 

 

 

 

 

１０／１０ 

 

 

 

開設(転換)日の翌月

初日から起算して 

１３月目から 

２４月目の間 

187,500円 

開設(転換)日の翌月

初日から起算して 

２５月目から 

３６月目の間 

125,000円 

単
独
型
企
業
内
保
育
所 

開設(転換)日の翌月

初日から起算して 

１月目から 

１２月目の間 

150,000円 

開設(転換)日の翌月

初日から起算して 

１３月目から 

２４月目の間 

112,500円 

開設(転換)日の翌月

初日から起算して 

２５月目から 

３６月目の間 

 75,000円 

※ 開設(転換)日が月の初日の場合は、当月初日から起算する。 

※ 共同利用型企業内保育所における単独利用月の基準額は、単独型企業内保育所の区分

に応じた基準額を適用する。 

 


